
 

令和 5年 6月号のサンワライナーにて、相続時精算課税の改正について取り上げましたが 

今回は改正点のおさらいと留意点について見ていきたいと思います。 

 

相続時精算課税制度の改正点のおさらい 

①贈与財産の累計が 2,500 万円（特別控除）とは別に年間 110 万円まで基礎控除が認められます。 

②累計 2,500 万までは贈与税はかかりませんし、年間 110 万円以下の贈与の場合、申告も不要になります。 

③110 万円以下の贈与部分を除いて、計算を行います。 

（贈与額－年間 110 万円）―2,500 万（※）】×20％ 

（※）特別控除（前年以前にすでに特別控除を利用している場合は、2,500 万円からすでに利用した 

 特別控除額を控除した金額） 

④その後相続が発生したときはその精算課税の贈与財産全額と相続財産を合算して相続税の計算を

行い、すでに支払った贈与税がある場合にはその贈与税を精算して差額の相続税を納めます。 

但し、110 万円以下の贈与部分については相続財産に含めずに計算することになります。 

 

相続時精算課税の制度の留意点 

適用対象者 

贈与者・・・贈与を行った年の 1月 1日において 60 歳以上である者。 

受贈者・・・贈与者の推定相続人である直系卑属のうち、贈与を受けた年の 1月 1日において 18 歳

以上である者。 

贈与者の孫のうち、贈与を受けた年の 1月 1日において 18 歳以上である者。 

適用手続 

贈与を受けた年の翌年の 2 月 1 日から 3 月 15 日に「相続時精算課税選択届出書」を受贈者の納税

地の所轄税務署長に提出する。 

なお、一度「相続時精算課税選択届出書」を提出した場合には、その贈与者からの贈与については

以後必ず相続時精算課税制度が適用され、暦年課税に戻ることはできません。 

計算方法 

同一年中に、相続時精算課税制度を使って 2 人以上の贈与者からの贈与を受けた場合、相続時精算

課税に係る基礎控除額 110 万円は、各贈与者ごとの贈与税の課税価格であん分します。 

           

 
 

 

令和６年 7月号 

 SANWA LINER 
ＵＲＬ http://www.tkcnf.com/sanwa-kaikei/pc/  

※ ホームページも情報満載です。 

是非、ご覧下さい！！ 

税理士法人 

 三和会計事務所 
山形市浜崎 76 番地 7 

TEL：（023）624-3466 FAX：（023）624-3472 

  E-mail  :  sanwa-kaikei@tkcnf.or.jp      
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7 月の主な税務 

 

■7/10 (水)  ・6月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 

             （特例適用者は 1 月～6月徴収分を納付） 

 

■7/31 (水) ・5 月決算法人の確定申告と納税 

・11 月決算法人の中間申告と納税 

・消費税の年税額が 400 万円超の 8 月 

11 月,2 月決算法人の 3月ごとの中間 

申告と納税 

 

社会保険の算定基礎の提出：7月 10 日（月）まで 

 

7 月の税務カレンダー 
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